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第2章 NATOの形成,対西欧経済援助の進展とイギリス

外務省の根本的対西欧政策構想への影響

第1節 NATO形成の持った意味

さてこのようにして,経済面での戦後西欧秩序形成が,アメリカを後

援者としながら進展しはじめたのと並んで,この間に北大西洋条約の締

結,北大西洋条約機構(NATO)の成立という戦後外交･軍事史上の最

大級のイヴェソトが1948年春から1949年秋にかけて起こってゆくわけ

であるが,これほ後に触れるイギリス外務省側の大きな対西欧政策の転

換と軌を一にする動きであって,ここではまず,NATO形成が当時のイ

ギリス外交の中でもった意味について,その要旨だけを略述しておきた

い｡

そもそもNATO形成に至る国際情勢の変化としては1948年になり,

チェコスロヴァキアで共産党によるクーデター(これは国内に強力な共

産党を抱える西欧の大陸諸国にほ,対岸の火事どころではない強い危機
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感を与えたはずである)がおこったこと,そしてそれに引き続くソ連に

よるベルリソ封鎖(これまたソ連側の真意が不明確であり,処理を誤れ

ば大陸で再び戦端が開かれかねない危機であると,多くの大陸の人たち

には受け止められたはずである),といった大陸の西欧諸国にとっては見

過ごせない危機が襲ったことがある｡その結果として大陸の西欧諸国の

間には急速に軍事的な不安感が高まり,この面でのイギリスへの｢具体

的｣な援助の要請が強くよせられ,この時点ではなお西欧諸国のリーダー

たらんとの意欲に燃えていたイギリス外務省としてもこの声が無視でき

なかったという事情に,NATOはその発生を負っているのである｡

イギリス外務省はその根本的対西欧政策構想の実現のためには当然,

この西欧諸国からの軍事的支援,イギリスの大陸へのコミットメソトの

明確化を求める声に応える必要があったのであるが,現実には,イギリ

スの持つ限られた軍事的資源と,それとは不釣り合いに大きな海外での

軍事的コミットメソトの存在ほ,当時のイギリスの基本的軍事戦略を,

大陸を東側に席捲された際の反撃拠点としての中東地域の防衛を優先す

るというものに傾かせていた｡したがって,(その可能性は極めて低いと

考えられたが)万が一,東側が大陸で軍事的侵略にでた場合,一時的に

はそこからイギリスの兵力を撤退させざるをえないと考えられていた西

欧への具体的軍事援助や,対西欧軍事コミットメソトの明言など不可能

であった｡そしてもちろん,そのような西欧諸国の安全保障軽視としか

解釈されようのない軍事戦略自体,イギリスがその指導者としておさま

ろうとしていた国々に対して公開できるものでほなかった｡したがって

イギリスに求められたのほ,自らの基本的軍事戦略を変えることなく,

そしてそれをあくまでも対外的には明らかにすることなく,どこか他か

らの力を借りて,西欧諸国にその求める安全の保障を与えることとなっ

たのである｡そのような｢他からの力｣の供給者の選択肢ほ非常に限ら

れており,というより事実上,一つ,すなわちアメリカあるいはアメリ
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カとカナダまで含む北米しかなかったのであり,その結果としてまず,

イギリス側から積極的に,アメリカ,カナダを巻き込んだ大西洋の両岸

をはさんだ地域的集団安全保障体制の構築が,あくまでも｢当面の打開

策｣として追求され,それがアメリカ側はまた別の思惑(といってもそ

れは後述するようにイギリスのそれと実のところかなり似通ったもので

あったのだが)から,西欧への軍事的安全保障の供与の必要を自覚し始

めていたということと重なり,NATOという形をとったわけである(1)｡

アメリカ側が北大西洋条約調印という形で,それまでの経済的支援に

よる経済的安全保障政策から大きく一歩を踏み出した理由ほ一言で言う

とこれもまた,イギリスに対してと同様に,軍事的安全保障の公式な形

での提供を強く求める西ヨーロッパの大陸諸国の強い願望(そして,そ

れを独力では充足できないのでアメリカにすがりつかざるを得なかった

イギリスのジレンマ)の存在であった｡それまでマーシャル･プランを

通じた西ヨーロッパの経済の復興,そしてそれに伴う政治の安定,ヨー

ロッパ人の自信の回復さえ達成できれば,ソ連の脅威に充分対抗できる

と考えていたアメリカ側にとっては,大陸諸国およびその代弁者として

のイギリスからの1948年初頭の公式の軍事同盟条約締結の申し出は,驚

きをもって迎えられた｡アメリカ政府としてはそのような条約関係の締

結にはまず,議会および世論の反対が強く予想されたし,そもそも,ヨー

ロッパにおけるソ連の脅威は直接の武力衝突を意図した軍事的なもので

なく,戦争で疲弊し混乱した西ヨーロッパの不安定さにつけこんで内部

からの共産主義者によるコントロールをねらう政治的脅威であると,考

えていたので,そのような条約の締結は必要性が疑問視されたし,実現

が困難であるとも思われたのである｡また,このようなアメリカによる

援助の拡大は,ヨーロッパ人の側の自立にむけての自助努力を弱め,恒

久的なアメリカへの依存状況を作り出すのではないかという懸念も,ケ

ナンなどは抱いていた｡しかし,イギリスからの要請の直後,1948年2

(98)



1944～51年にかけてのイギリス,アメリカ両国の西ヨーロツ′呪おける戦後秩序形成への対応(2),(完)

月にチェコスロヴァキアでおこった共産主義者によるクーデターでの政

権奪取というソ連側の行動も手伝い,議会もその同意なしでは北大西洋

条約のもとでのアメリカの参戦ほおこなわれないし,駐ヨーロッパ米軍

も増加しないという条件で納得し,アメリカとしては,大陸諸国が必要

という限り,そのようなべーパー･コミットメソトに反対する理由はな

くなったのである｡結局,ヨーロッパ人側に,ソ連の脅威に対抗できる

のだ,という自信を回復させることこそが,長期的にはアメリカの庇護

の下からの彼らの自立を助けることになるという発想をアメリカ人自身

が抱いていた以上,ヨーロッパ諸国が,その自信回復にほ北大西洋条約

のようなものが必要であると考えたならアメリカとしてはそれを提供せ

ざるをえなかったのである(2)｡

第2節 経済面からのイギリス外務省の根本的対西欧政策構想への打

撃とアメリカの対西欧戦略の変質

さて,再びマーシャル･プランにより1947年の夏以降,戦後西欧の秩

序形成というアジェンダの正面におどりでていた西欧の経済復興という

問題にもどるが,イギリス外務省側では,その｢特別な｣取り扱いの要

求をアメリカ側に一蹴されたにもかかわらず,アメリカ側が要求してき

たヨーロッパ人自身による具体的な経済復興計画作成のためのCEEC

(ヨーロッパ経済協力委員会)を精力的に組織し,ペグィソ自らその議

長役も努めた｡ソ連および東欧圏からのCEECへの参加ほなく,その点

では何の問題も生じなかった｡しかし西側のドイツ占領当局は計画に参

加しており,依然として強硬なドイツ問題でのフランスの主張のために,

CEECでの議論でも西ドイツの経済復興の将来ほ曖昧な状態であった

のだが,もはやソ連カードをきることもできないフランスの英米陣営へ

の接近は急速に進んでいった｡これほ当然,イギリス外務省の歓迎する

ところであり,さらにアメリカ政府の強い要求によりCEECの中に欧州
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関税同盟研究部会(theEuropeanCustomsUnionStudyGroup)が設

置されたことによって,彼らがその対西欧戦後政策構想の実現に向かっ

て前進したと考えたのはまちがいないであろう｡外務省としてはこの機

を逃すことなく,関税同盟参加という形での,イギリス政府としての欧

州経済統合への公式コミットメソトをぜひ明確にしたかったわけである

が,ここで彼らが直面したのが,先にも少し触れた,商務省と大蔵省か

らの強い反発であった｡

大蔵省はどちらかといえばイギリスも含む欧州関税同盟構想に対して

好意的であり,一部の大蔵官僚はそれがイギリスの国際収支改善を意味

するのなら,｢漸進的｣計画によって｢長期的｣にほ関税同盟形成に至る

経済協力計画に参加してもよいかもしれないとまで考えたが,しかし,

その最終的結果がどのようなものを産み出すか全く不明な基本的構想作

成の時点で,将来の関税同盟への確実なコミットメソトをおこなうこと

は不可能であるという見解であり,結局は外務省のような関税同盟形成

と,それへの参加に対する積極的推進の立場には反対するしかなかった｡

欧州関税同盟研究部会でのイギリスの役割は,単に波風を立てず,どっ

ちつかずの態度を示しておくだけでよいというのが大蔵･商務両省の意

見であり,商務省に至ってほ,イギリスは積極的に同部会の議論の中で,

関税同盟の現実化に伴う具体的問題を持ち出し,審議の遅延をはかり(イ

ギリスが｢反対｣したからではなく,あくまでも欧州関税同盟構想その

ものに内在する現実的困難を理由として)この構想を破壊すべきである

とまで考えていた｡このような経済官庁からの反対に加え,植民省もコ

モンウェルスの結束維持のためにほ帝国特恵関税制度の維持が不可欠で

あると考えており,関税同盟への公式コミットメソトには反対であった｡

こうして,CEECおよび関税同盟研究部会でのイギリス政府代表の立場

ほフランス,べネルクスといった外務省がみずからの第3勢力形成構想

の実現のためにその支持を必要としていた国々の積極姿勢と比べて極め
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てnon-COmmittalなものとなり,1947年6月に,マーシャル･プランに

よって与えられたかのように思われた外務省の政策構想実現の機会は,

現実のものとはなりえなかったのである(3)｡

以上の記述から,マーシャル･プランにより本格化した,1950年まで

の西ヨーロツ/くにおける秩序再建を求めてゆく歩みの中で,イギリスが

果たしたあるいは果たそうとして果たせなかった役割がかなりほっきり

とみえてくるであろう｡西ヨーロツ/くはマーシャル･プランによる経済

復興を最優先するという形で本格的にその戦後秩序の再建を目指すこと

となり,イギリス外務省にとってもそれは,その根本的な対西欧戦後政

策構想の実現につながるとみなされ,したがって当初イギリス外務省は

積極的にリーダーシップを発揮しようとしたわけである｡しかし,結局

はイギリス政府内部での意見の不一致からその政策構想の大幅な修正な

いしは放棄を迫られてゆくこととなり,それと並行して,イギリスの西

欧経済復興計画の中での,ひいては西ヨーロッパの戦後秩序再建の中で

のリーダーシップ発揮の余地は狭くなっていった,というわけである｡

一方,マーシャル･プランによって最初の頂点に達したアメリカの戦

後ヨーロッパにおける経済的支援を通じた復興･秩序形成の試みは,最

終的な対ソ協調,``theOneWorld''アプローチの放棄と,ヨーロッパに

おける東西勢力圏分割という権力政治的アプローチの(ケナンのような

当初よりの現実主義者にしてみれば遅きに失した,しかし,他の大多数

のアメリカの政策決定者たちにとっては,再生されたウィルソン主義の

挫折という代価を支払っての)受け入れ,という認識の変化を明示する

ものであったといえるだろう｡この認識の変化は1947年8月末のボーレ

ンによる覚書に明瞭に示されている｡

合衆国は戦争中および終戦直後に,その主要な政策が基づいてきた幾つ

かの想定とまったく矛盾する世界の状況に直面している｡終戦後,一政
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治と経済の両面において一大国間の一致の代わりに,ソ連とその衛星

諸国を一方とし,その他の世界をもう一方とした完全な不一致が存在す

る｡簡単に言うと,一つではなく,二つの世界が存在するのである｡こ

の同意しがたい事実に直面して,いかにそれが嘆かわしいものであれ,

合衆国ほ自身の,そして自由な非ソヴィヱト世界の繁栄と安全の保障の

ためには,その主要な政策目標の再検討を迫られている｡……現今の状

況から導かれる論理的帰結ほ,非ソヴィェト世界は自らに可能な手段を

通じて,政治的に,経済的に,財政的に,そして最終的には軍事的にも

力をあわせて,効果的に,ソヴィェト地域の結集した勢力に対処できる

ような立場につくべきである｡このような方法によってのみ,自由で,

非ソヴィェト的な世界ほソヴィェト世界の中央集権化された容赦ない支

配に直面しながら生き残ることができるのである(4)｡

そして,このような認識の変化の中で,アメリカ政府がヨーロッパに

おいてソ連の勢力圏に対抗するための手段として採用したのが,ソ連が

したようにヨーロッパ諸国を集権的な命令系統の下に置くのではなく,

ヨーロツ/くにおける勢力均衡の担い手となりうる強くかつ独立した勢力

を,ヨーロッパの統合という形でつくりだそうというものであった｡国

務省ヨーロッパ局長ヒッカーソソ(JohnD.Hickerson)が,1948年1

月イギリス駐米大使に対して述べたように,いまやヨーロッパにおける

秩序形成という観点からのアメリカの最大のねらいは,｢単なる合衆国の

影響力の延長でほなく,もしも,合衆国の行動がそうすることを必要と

するならば,ソ連にだけでなく合衆国にも``No''と言えるような其のヨー

ロッパの組織である第3勢力｣を創出することとなっていたのである｡

このような発想の背後にはアメリカ合衆国に対比すべき存在として

｢ヨーロッパ合衆国｣の誕生を期待するというナイーブなあるいは独善

的な発想が皆無であったとはいえない｡しかし,アメリカ政府がこのよ
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うな｢統合｣という形での西ヨーロッパの対ソ連の結束と力の強化を望

んだ最大の理由は,アメリカ世論および議会が(仮に西ヨーロッパ諸国

がそれを望んだとしても),ソ連が東ヨーロツ/くにおいておこなったもの

と同じような直接の大規模な統制とコミットメソトをアメリカが西ヨー

ロツ/くにおいておこなうことを許す可能性が存在しなかったからであ

り,またそうするだけの資源をアメリカが保有しているとは認識されて

いなかったからでもある｡結局必要なのはアメリカの肩からソ連に対抗

して自由世界を守るという重荷の一部でも取り除いてくれる別の対ソ拠

点勢力の育成であり,西ヨーロッパ(ここではイギリスも含む)はまさ

にその第一候補であった｡しかし,もちろん,それが幾分なりともソ連

に自力で対抗できるまでの力を身につけるまでの期間,アメリカによる

一定の支援は必要なのであり,それを可能にするにほ世論および議会を

納得させる論理が必要であった｡反ソ感情は一般的なアメリカ世論の認

識とはなっていたが,いまだ海外それも旧大陸におけるアメリカのコ

ミットメソトの永続という事態は多くのアメリカ人にとって受け入れが

たい発想であった｡そのため,西ヨーロッパ諸国もソ連の脅威に対抗す

べく最大限の仲間内での協力と努力をしているのだという事実を,アメ

リカ国民と議会の前に示して見せることが,アメリカによる対西ヨー

ロッパコミットメソトの漸進的な拡大のためにほ必要不可欠であると国

務省にほ考えられたのである｡そしてそのデモソストレーションの手段

として最も効果的なのが｢統合｣という形式の協力なのであった(さら

に付け加えるなら,このようにして統合され繁栄する西ヨーロッパの存

在が長期的にほソ連による東ヨーロッパ諸国への支配の継続を困難にし

てくれるであろう,という期待も国務省内にほ存在していた)(5)｡
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第3節 西ヨーロッパにおける秩序形成の方向としての｢統合｣間是

の浮上とイギリス外務省の初期構想の挫折

こうして,1940年代も終わりに近づくにつれて,西欧の経済復興,東

西に分割された形での秩序形成は着実に進展しつつあったのだが,こう

いった現実の成果にもかかわらず,1950年の時点で西欧の中小国(特に

べネルクス3国)および,西ヨーロッパ復興の最大の(というよりも他

に代るもののない単独の)スポンサー/プロモーターたるアメリカにとっ

てほなお大いに不満なことがあった｡すなわち,これらの4ケ国が,西

欧の経済復興のためには不可欠であると考えていた西ドイツ(欧州経済

の牽引車たる潜在力をもっていることは間違いなかったが,敗戦国であ

り依然として主権国家としての地位を回復してはいなかった)の経済力

をいかにして他の欧州諸国の経済の中に｢統合｣された形で(つまり西

ドイツが単独で経済復興を遂げることによって再び近隣諸国への政治

的,軍事的脅威となってしまうことのないような形で)活用させるか,

という問題についての明確な解決策が,依然として合意されていなかっ

たということであった｡

アメリカに関して言えば1947年から1948年初めまでに,このドイツ

経済の統合を通じた復興という解決策についての見解は明確なものと

なっていた｡例えば1947年4月のアメリカ統合参謀本部の分析によれ

ば,｢ドイツの支援なしでは,西ヨーロッパのその他の諸国が,我々のイ

デオロギー上の敵の軍隊に対して,合衆国がかの地において敵を敗北さ

せるにたる戦力を動員･配置しおわる以前に対抗しうることははとんど

期待できない……ドイツ産業の完全な復活が……フランスの経済的復興

のためには不可欠であり,そしてフランスの安全保障こそは合衆国,カ

ナダおよびイギリスの共通の安全の保障とは不可分なのであ｣った｡した

がって,このドイツの潜在力をフランスに受け入れ可能な形で西ヨー

ロッパの経済システムに編入して,西ヨーロッパの対ソ姿勢を強化する
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最良の手段として,｢統合｣こそが最善の手段であるとの発想につながっ

ていったのである(6)｡

しかし,ドイツ経済を他のヨーロッパ諸国のそれと統合するという形

で復興するための最初の具体的計画であるシューマン･プランが提示さ

れるのでさえ1950年になってからである｡その間,2年近くにわたって,

この問題は事実上の棚上げ状態にあったのだが,その主な原因はこの問

題についての英仏両国の姿勢が不明確であったことにあった｡といって

もこれはもちろん,この問題にかんする両国の対応が同じように不明確

であったという意味ではない｡実際には1945年以来,米ソとともにドイ

ツの分割占領に携わっていた両国のそれまでの公式,非公式の対応をみ

れば,これら2ケ国の政府が,基本的には全く逆の方向で,将来のドイ

ツのあるべき姿について考えていたことは,(広く一般大衆のレベルでは

ともかくとしても),少なくとも関係諸国の政策決定に携わる人々にとっ

てほ,明白な事実であったはずであるし,本稿の中でもイギリスについ

てもフランスについてもその基本的ジレンマはすでに述べたとおりであ

る｡

ここまできてようやく,これまでみてきた｢西欧の経済復興｣が,｢西

欧の経済統合運動｣とかかわりはじめる,というより,上に示したよう

なドイツ復興をめぐる特にフランスの消極的姿勢の打開策として,かか

わりを持たざるを得なくなってゆくということがおわかりできたかと思

う｡しかし,この後,1950年以降のより具体的なヨーロッパ統合計画の

展開の中での英米のそれぞれの認識と対応を分析する前に,まず以下に

若干の紙幅を割いて,この西欧の統合問題が1947年から1949年の間に

いかなる形で,イギリス外交の根本的指針の転換までにいたる重大な影

響をもたらしたかについて触れておかなくてはならない｡

マーシャル･プラン具体化の作業の始まり以降,西欧の経済｢復興｣

ほ,その単独の後援者であるアメリカ政府および,(おそらくはこちらの
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方がより重要であろうが)そのための予算措置を認可する権限を持つア

メリカ議会にとっては,西欧諸国の経済｢統合｣という被援助諸国側の

｢自助努力｣と同時に進められていかなくてはならないものであるとま

で見なされるようになっていった｡なぜ,｢統合｣がアメリカ側の望みか

つ必要とする｢自助努力｣を意味するのかといえばそれほ,18世紀以来,

"nation
states"が持つ偏狭な国境線意識にしばられ,``balance of

power"という形式の,アメリカ人からみれば｢不道徳｣な"power

politics"にうつつをぬかし,その結果として2度の世界大戦を引き起こ

したヨーロッパ人が,ついに自らの過去の誤りに気付き,アメリカのよ

うな,分権的でありながら同時に単-の連邦政府を持つ,"a united

StateS"への道を歩み始めた証しと見なすことができたからである｡そし

てもちろんそのような見方をできるようになるということほ,国務省が

アメリカ議会を説得するのにも大いに役立つというわけである(7)｡

このような欧州｢統合｣への外圧の高まりを背景にして,イギリス外

務省は1948年1月,米ソに匹敵し両者から独立しうる世界勢力としての

"theThirdForce"形成を狙う政策,すなわち公式には,"aWestern

Union"の形成をうたった政策を発表し(ただし,もちろんその最大のね

らいである,短期的にほアメリカの経済力･軍事力を利用せざるをえな

いが,中･長期的にはそうすることによって西欧をイギリスのリーダー

シップのもとに統合し,米ソのどちらからも独立した世界勢力としてゆ

くという部分ほ外部に対しては隠されたのだが),これはただちに,同年

2月に英仏べネルクス5ケ国による集団安全保障条約であるブラッセル

条約の締結という一定の｢成果｣をもたらした｡そして翌年にかけ,最

終的にほ北大西洋条約の締結へと,進展していくわけであるが,それは

同時にすでに述べたようなイギリスの指導力の限界の反映でもあった｡

(つまり,イギリス単独では大陸西欧諸国の求める安全保障は供与でき

ないが,イギリスとしてほその事実を西欧側に対して隠蔽しなくてはな
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らないというジレンマである｡)

一方,経済面では,これもすでに述べたように,政府内部の反対の強

まりからイギリス政府としては,外務省が当初求めていたような西ヨー

ロッパ関税同盟の形成という形での経済統合の推進に積極的に関与する

ことはできなくなってゆくこととなる｡この外務省の計画にとっての障

害はしだいに大きなものとなり,単に西欧の｢経済復興=経済統合｣の

中でイギリス政府が果たす役割の縮小にとどまらず,反対にイギリス経

済が西欧経済に過度に依存しないようにしなくてはならないというとこ

ろにまで,根本的な政策の転換に至るのである｡

1949年夏,イギリスは深刻な通貨危機におそわれ,アメリカ･カナダ

という北米のドル地域の国々からの支援によりようやくその危機を脱出

できたのだが,その結果としてイギリス政府は,自身の経済の脆弱性と,

北米のドル地域がイギリス経済にとって持つ重要性をあらためて強く認

識するようになり,同時にこの通貨危機に際してイギリスに対して何ら

援助をする能力も持たなかった西欧諸国の経済力ほイギリスのそれ以上

に脆弱であり,そういう国々が｢統合｣したところで,それは｢第3勢

力｣としてイギリスの世界大国としての威信を高める基礎となるよりも

むしろ,イギリスに負担を強いるだけではないのかという懸念を抱くよ

うになってゆくのである｡軍事面で西欧諸国がイギリスにとって利益よ

りも負担を強いるだけの存在ではないかという懸念はすでに上に述べた

ような事情からすでにはっきりと認識されていたし,そのような軍事的

に脆弱な地域の経済と自国の経済を｢統合｣することの危険性を考える

ならば,イギリス政府としては｢第3勢力｣の形成に対してますます消

極的にならざるを得なかったというわけである｡

こうして経済的･軍事的要因の双方から,外務省が1945年以来抱いて

いたその根本的対西欧政策構想は大きな転換を迫られることになり,･･"a

WesternUnion"の政策が鳴り物入りで公表されてからわずか2年もた
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たないうちに,イギリスの根本的世界戦略ほ,それまでの西欧重視とい

う路線をはなれ新たに世界に散在するイギリスの帝国･コモンウェルス

を独自の影響力の基盤として,それをイギリス側からみるならば英米間

にのみ存在すると考えられた政治的･経済的･文化的な"SpecialRela-

tionship"と結び付けて,イギリス自らは北大西洋条約によってまとめら

れた北米と西欧による｢大西洋共同体｣の中間地点に位置して独自の,

かつ特権的な仲介者としての地位を保つべきである,というものに変化

してゆくのである｡この変化が完全に終了するのほ1949年の10月ころ

であるが,西欧の経済統合という問題についてのみ見るなら,1949年1

月までにはすでに内閣レベルでほっきりと,イギリス政府が欧州の関税

同盟形成に参加することはありえないし,今後の西欧との経済協力ほ欧

州経済協力機構(The Organization for European Economic Co

-Operation:OEEC)の枠組みの中で漸進的にのみおこなわれるべきで

あり,いざとなれば撤退可能な点を超えた西欧との経済協力への関与ほ

あってはならないという結論がはっきりと下されていたのである(8)｡

このようにしてイギリス政府自らの特に西ヨーロッパ諸国との関係で

の自国の国際体系上のあるべき地位の認識は1949年10月までには戦後

初期のそれと比べて大きな変化を遂げたわけであるが,すでに述べたそ

の新たな対西ヨーロッパ政策の性質,すなわちアメリカ,カナダとの大

西洋を超えた連携の強化という内容上,それほ他の二つの当時老たる米

加両国側との了解なしでほ成立し得ないものであることはあきらかで

あった｡

したがって,イギリスがこのような政策を採用し得たこと自体,アメ

リカもイギリスと西ヨーロッパに関してこういう認識を成立させたとい

うことであり,以下にそのような認識の形成の過程を述べる｡まず,1948

年夏までに英米仏3ケ国はドイツの西側占領地帯を事実上,一つの国家

とすることに関して基本的合意に到達し,それによって,分割された半
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分であるとはいえ(というよりもアメリカ国務省の考えでほ分割された

半分に過ぎないから,その復興によってフランス,オランダ,ベルギー

といった諸国のドイツ･アレルギーを極端に刺激することがないという

利点があったのだが),巨大な潜在的工業生産力を持つ地域を西ヨーロッ

パ復興の拠点とすることがようやく可能となった｡これがアメリカ政府

の考えていた西ヨーロッパにおける秩序形成の中でイギリスが占めるべ

き役割の転換を可能にした最初の状況の変化であった｡もちろん,いま

だ西ドイツ経済がその潜在力のすべてを発揮させるまでには大きな障害

が,フランスの強い反対という形で立ちはだかっていたのだが,これに

ついてはアメリカとしては既定の大陸諸国による経済統合の推進と,そ

のなかへの西ドイツの編入という政策の進展に期待するしかなかった｡

第二の状況の変化は,1949年夏の通貨危機によって改めて明確になった

戦後イギリス経済のもろさの露呈であった｡つまり,イギリスほその戦

略上の拠点を世界各地にもち,対ソ｢世界｣戦略上は依然として最も重

要かつ強力な自由主義陣営の一員であったが,こと西ヨーロッパの復興

にかんしていうならば,むしろそのヨーロッパ域外でのコミットメソト

の重荷(イギリスとしてはこれを放棄するつもりはなかったし,アメリ

カとしてもそのようなことは,そこへの共産勢力の浸透を招くおそれが

あるとみて望んでほいなかった)ゆえにその牽引車たる役割を背負わせ

るにはあまりに経済的に脆弱な存在であるというイメージが,1949年秋

までにはアメリカの政策決定者たちに,ほっきりと形成されたわけであ

る｡そして今や,西ドイツ国家の誕生が確実になったことにより,西ヨー

ロッパにおいてイギリスにかわる復興のための牽引車となる存在が,大

陸の統合推進の成果しだいでほ,確保できる見込みがたったのである｡

こうして,アメリカほイギリスに対して西ヨーロッパのリーダーたる役

割を期待する必要がなくなったのであり,そのようなイギリスをより有

効に対ソ戦略上活用するためには,北大西洋条約が提供する,｢大西洋共
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同体｣という枠組みの中でヨーロツ/くと北米の中間に存在する重要なリ

ンクとしてイギリスを位置づけることがイメージされるようになったの

である(9)｡
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FO37167673Z8029,FOminute,8Sept.1947.FO37173048Z1404/G,minuteby

Roberts,9Feb.1948.ブラッセル条約,NATOに至る過程:Baylis,砂.cit,

Chapters8-9.KentandYoung,"TheThirdForce",p.53,54.関税同盟の放棄

について:ibid.,p.52.FO371730605801,HarveytoKirkpatrick,26July1948

and minute byJebb,2July1948.FO37173061Aug.1948.BTll/3600

CRT3319/1947,CustomsUnionWorkingParty,Sub-COmmitteeforEECC.(47

-49);minutebyJardine,16Dec.1948.notebyBT,8Jan.1949.copyofFO

telegram,29Dec.1948.minutebyJardine,17Dec.1948.CAB134/220,EPC

(49)5thmtg.,26Jan.1949.,CAB128/16,CM(62)49,270ct.1949.CAB134/

220;EPC(49)5th mtg.,26Jan.1949.1949年10月の政策転換について:

CAB129/37(1),CP(49)208,memO.bytheForeignSecretary,`EuropeanPol-

icy',180ct.1949.CAB129/37(1),CP(49)203,memO.bytheForeignSecretary

andtheChancelloroftheExchequer,`ProposalsfortheEconomicUnification
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ofEurope',250ct.1949.CAB128/16,CM(62)49,270ct.1949.FO37176384

W3113/G,Strangminute,9May1949.FO37176383W5339,JebbtoStrang,27

Sept.1949.FO37176384W3114,PUSC(22)Final:`ThirdWorldPoweror

WesternConsilidation',9May1949.FO37176385W4707,PUSC(51)Final:

`AngloMAmericanRelationsPresentandFuture',24Aug.1949.FO37176385

W4640,PUSC(48)Final:`WesternEuropeanInternationa10rganization',24

Aug.1949.CAB134/220;EPC(49)24th mtg,1July1949.EPC(49)27th

meeting,7July,1949.CAB129/36,CP(49)185,191.and CAB128/16,CM55

(49).CAB128/16,CM48(49)2,25July1949.CAB128/16,CM53(49)1,29Aug.

1949.CAB128/16,CM62(49)6,270ct.1949.T232/126,EEC7/8/04,Noteof

the Chance1lor's discussionwith Mr.Harriman on280ct.1949.T232/150,

EEC78/11/08,CopyofBevintoWashington,250ct.1949,minutebyMakins,

260ct.1949,CROtotheCommonwealthgovernments,290ct.1949.Paristo

FO,1Nov.1949,FO circular telegram,21Nov.1949,`Western Union',

FOcirculartelegram,9Dec.1949,`EuropeanEconmicIntegration'.

(9)ダだ仁侶:1948,ⅠⅠ,ト374,1298,1320n.ダだ【侶:1949,ⅠⅠⅠ,878.Fだこ侶:1949,

IV,109.FRUS:1948,III,122,303.FRUS:1949,ⅠⅤ,289-291,343.Gaddis,

"SpheresofInfluence",pp.78L83.

第3章1950年以降のイギリスを除く西ヨーロッパ諸国

による超国家主権的統合計画による西ヨーロッパで

の秩序形成の試みとそれらをめぐる1951年秋まで

の英米の姿勢の明確化

第1節1950年時点でのイギリス政府の西ヨーロッパ統合運動への

基本的スタンス

すでにみてきたような過程を経て,イギリス政府ほ自らのリーダー

シップの下での西欧諸国の｢第3勢力｣への組織化の試みを放棄したわ

けであるが,もちろんだからといって,イギリスが西ヨーロッパの経済
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復興ほ不要であるという判断に至ったわけでほなかった｡1949年秋以

降,イギリスが求めるようになった新たな西ヨーロッパのありかたとい

うのは,経済的にも軍事的にも復興をとげイギリスからほ自立した西

ヨーロッパ,というものであり,ここでイギリス外務省の戦後の対西欧

政策は大きな変化を遂げ,基本的にアメリカ国務省の抱く理想的な西

ヨーロッパ像との一致を見たといってよいであろう｡いまや,西ヨーロッ

パは,その資源および潜在力を利用して,イギリスを再び超大国の一角

に食い込ませるための土台として動員させられるべきなのでほなく,経

済的にも,軍事的にも,政治的にもイギリスに対しての重荷になること

のないように,できるだけ早期に自立して独力でソ連･東欧圏に対崎で

きる存在となることが望まれるようになったのである｡

この条件を満たす以上は,イギリスとしても西ヨーロッパ諸国がどの

ような形で統合を進めようとも,とくに反対をする必要はなかった｡経

済分野においての統合の試みであれば,それが西欧経済の復興,さらに

は西欧諸国の政治的安定をももたらしてくれるようなものである限り歓

迎すべきであるが,イギリスがみずからそれに参加することは基本的に

はありえず,また具体的な経済的成果が期待できないような(あまりに

も理想主義的な)統合運動であっても,イギリスに対して大きな不利益

をもたらすものでない限りほ妨害もおこなわない,という態度を,1950

年までにイギリス政府はとるようになっていたのである｡しかし,すで

に述べたような,1949年秋までに完成した,イギリスにとっての西ヨー

ロツ/くが世界秩序の中で果たすべき役割の変化ほ,あくまでもイギリス

政府の内部,それも具体的にほ外務省の内部でおこった考え方の変化で

あり,アメリカ政府によって強く支援され,イギリス政府の当初の西ヨー

ロッパ重視の政策によっても勇気付けられていた,西ヨーロッパ内部で

みずから統合運動を推進しようとしていた人々がイギリスに対して抱い

ていた期待というものは,また別個のものとして存在していたことを忘
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れてはならない｡そして現実に,そのような期待のあらわれの一つとし

て西ヨーロッパ諸国の間では1948年5月のハーグ会議以降,政治的統合

の推進,欧州連邦創設を求める声が急速に高まりつつあったのである(1)｡

このような急進的な政治的統合を求める声に対してイギリス政府は,

純粋に経済的な統合を求める動きとは異なった見方をとり,警戒の念の

いりまじった姿勢をとっていた｡そもそも,連邦主義によって欧州の政

治的統合を一気にすすめるという発想そのものが,非現実的なものでほ

ないかとイギリス外務省ほみていたし,いまだに自治領と植民地からな

る帝国であるイギリスが,欧州の中小国と平等の立場で,その国家主権

の一部といえども,超国家的な連邦組織に譲渡するということなどあっ

てほならないことであった｡そしてすでに述べたように経済的に不安定

であり,したがって政治的にもいまだに不安定な大陸諸国と,その時点

で政治的関係をいたずらに強化することほ,イギリスにとってはその大

国としての生き残りという最重要課題の実現に対してリスクを高めるだ

けであるとも考えられたのである(2)｡

また,イギリス政府として西ヨーロッパの急速な政治的統合の進展に

対して危機感を抱かざるをえなかった理由ほもう一つあり,それほすな

わち大陸諸国のうち,特にイタリア,フランス両国の強力な共産主義政

党の存在であった｡つまり,国家主権の一部を超国家的な欧州機関に委

ねることは,そのような超国家的機関への共産主義者の浸透による情報

漏洩の危険があると考えられたのである(3)｡この時点ではまだ具体的構

想は浮上していなかったが,西ヨーロッパにおける軍事的統合について

も,同様な懸念から,イギリス政府としては積極的に推進することはで

きなかったし,大陸欧州諸国のみによるそのような統合計画がなされた

としても,それが自らの安全保障に与える影響を,慎重に見極める必要

があった｡

1949年末から1950年初めにかけてのイギリス政府の西ヨーロッパ統
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合運動の進展に対する態度は以上に見たようなものであるが,ここまで

の時点でもう一度確認しておくべきことが一つある｡たしかに,イギリ

スは自らのリーダーシップによる西欧諸国の統合とそれを基礎とする,

米ソと対等の"theThirdForce"を形成しようとする政策を放棄し,冷

戦の中での同盟国としての西欧との友好関係は維持しつつも,その統合

運動についてほ,あくまでも第3老的立場からかかわってゆくことを決

意したわけである｡しかし,このことは直ちに,イギリスの世界戦略の

中から米ソに伍してかつ両者から独立した世界大国としての地位を再

建･維持しなくてほならないという根本方針がなくなってしまったとい

うわけではない｡アメリカとの間に"SpecialRelationship"を構築しな

がら,同時に経済的復興に向かう欧州を外部から支持するという形で,

大西洋をはさんだ北米と西欧との間で特権的地位をもつ｢仲介者｣とな

ることにイギリス独自の存在意義を見出すということが,新たな外交政

策上の根本的目標として設定されたのであり,西側陣営全体の中で,ア

メリカ(北米),西欧という2つの軸とならぶ,第3の,対等かつ不可欠

な軸としてイギリスおよびその帝国とコモンウェルスを位置付け,その

3本の軸が全体として東側と対峠するという,基本的世界秩序を描くこ

とによって,独立の世界大国としてのイギリスの存在意義を見出し,ま

たそのような秩序形成が可能であるとも認識していたのである(4)｡

第2節1950年時点でのアメリカ政府の西ヨーロッパ統合運動への

基本的スタンス

すでにみたようにアメリカ国務省は1949年秋までに,その西ヨーロツ

/くにおける対東側戦略上の最重要課題である,西欧諸国の経済統合を推

進するにあたってほ,(a)新たに誕生するであろう,西ドイツ国家の経済

力をその他の西ヨーロッパ諸国のそれに組み込むことにより,その有効

利用をはかり,西ヨーロッパの復興を促進することが必要であり,(b)そ
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のためにはドイツ経済の再建に最も警戒の念を示すフランスの態度の変

更が不可欠であり,(c)そのような経済統合の旗ふり役としてのリーダー

シップは,世界各地になお,アメリカ自身の国益に照らしてみても維持

されることが重要でほあるが,アメリカが即座に全面的に肩代わりする

ことは不可能なはど巨大なコミットメソトを抱えており,そのための経

済的負担にあえいでいるイギリスにほ期待できない,という認識を固め

ていた｡しかし,そのような認識はあっても実際に西ヨーロッパの経済

統合を促進するための具体的な方策というものほなお模索中というの

が,1950年時点でのその対西欧統合政策の発展段階であった｡既存の西

ヨーロッパ諸国による地域的協力機構は,アメリカが直接,発言権を有

するものとしては,マーシャル･プランの受け皿として成立したCEEC

から発展したOEECという経済協力組織と,NATOという軍事的協力

機構の二つが存在していたし,またハーグ会議以降の政治的統合への声

のたかまりを背景に形成されていたthe CouncilofEuropeのような西

ヨーロッパ諸国自身のイニシアチブにもとづくものもあり,参加各国の

官民をまじえて,まさに｢統合｣のための議論をおこなっている場も存

在していた｡しかしそれらいずれもイギリスが参加しており,そのこと

は,上にみたような,超国家主権的な統合にはいかなるものであれ参加

できないという姿勢を当時までに明確にしていたイギリスの政策から

いって,これら3つのいずれの組織も,イギリスを含む限りは,政府間

協力を超えた真の｢統合｣へと発展させることが困難なことを意味して

いたのである｡また,これらの組織の中で,より限定的な統合の推進を

ほかることをアメリカが望んでも,それがアメリカによる強圧的な押し

付けの形をとることは,統合のためのイニシアチブは,ヨーロッパ人自

らのなかから生まれてこなくてはいけないという,アメリカ政府の,そ

してアメリカ議会,世論一般の認識からいっても,困難なことであった｡

つまるところ,自らの意志により統合を促進するようにヨーロッパ諸国
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に,機会あるたびに呼び掛けることほできても,上に掲げた,(a)･(b)･

(C)の三つの条件を満たす具体的な西ヨーロッパの統合の進展策はアメリ

カ側からは何も提示し得ない,手詰まり状況にアメリカほあったのであ

る(5)｡

いずれにせよ,戦後5年をへて,イギリス外交もそしてアメリカ外交

も,ヨーロッパ問題について,それぞれ大きな認識の変化と対応の変化

を経験し,次第にその目標が接近していったわけであるが,具体的外交

史上の事実の展開に目を戻すと,マーシャル･プランという最初の本格

的経済復興の開始から数えて,3年をへて,1950年代に入るとともに西

ヨーロツ/くは本格的な統合に向けての歩みをはじめることになった｡

第3節 フランスによるシューマン･プラン提示と,1951年までのイ

ギリス,アメリカの対応

1950年こそが,戦後西ヨーロッパ統合運動史上の分水嶺となった年で

あった｡同年5月にほ,最初の成功した超国家的統合機関創設の試みで

ある,いわゆるシューマン･プラン(theSchumanPlan)による,単一

の超国家的機関の管理下に置かれた石炭と鉄鉱の共同市場を参加国間に

作りだす,｢欧州石炭鉄鉱共同体｣(theEuropeanCoalandSteelCom-

munity:ECSC)設置にむけての交渉がスタートし,同じ年の内に,こ

れほ無残な失敗に終わった,いわゆるプレヴァソ･プラン(thePlevan

Plan)による,西ドイツの戦力をもその一構成員とし,これもまた超国

家的機関の指揮下におかれるヨーロッパ連邦軍創設を目的とした,｢欧州

防衛共同体｣(theEuropeanDefenceCommunity:EDC)にむけての

交渉も開始された｡

まず,シューマン･プランに対する労働党政権下のイギリスの当初の

反応であるが,ECSCほ,1950年5月9日,当時のフランス外相シュー

マン(RobertSchuman)が,参加国の石炭および鉄鋼産業を管理する超
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国家的機関の創設を求める計画,つまり後に提唱者の名前をとって

シューマン･プランと呼ばれることになった計画を発表したことによっ

てその設立にむけての動きが開始された｡

このプランを提唱するにあたってフランス政府が意図した目標は大き

く分けて3つに整理できる｡第1に,シューマン･プランは,単一の超

国家主権的機関のもとで西ドイツとフランスとを,対等に取り扱うこと

を許すものであり,石炭･鉄鋼という基幹産業の分野で両国経済を分離

不可能なまでに結び付けることによって,両国間の紛争再発の防止にも

役立つもの,つまり仏独間に永続的な和解を作り出すための政策として

提唱されたものであった｡第2に,このプランはフランスにとって大き

な経済的利益ももたらすはずのものであった｡このプランが順調に進展

すれば,フランスは西ドイツにある豊富な石炭･鉄鉱資源を｢正当｣に

自国の産業復興のためにも利用できるわけであり,両国のもつ資源をよ

り効率的に利用することが可能になるとも予想されていたわけである｡

フランス政府が意図した第3の,そして最も重要な目標は,西ドイツの

戦後復興に際しては,それまでの国際法上の基本的原則であった国家主

権こそが国際関係においては最も尊重されるべき基本的権利であり,主

権において諸国家は平等であるという発想からの脱皮を実現することに

あった｡シューマン･プランの下でほ西ドイツの経済的主権は永続的な

(しかし,他の参加国とも平等であり,したがって西ドイツ国民の自尊

心を傷つけることの無いような形で)規制を受けなくてほならないので

あり,そうすることによってはじめてフランスは,将来,強力な独立し

た西ドイツが誕生しそれが自国への脅威となる可能性を防ぐことができ

ると考えられたのである｡

しかし,このプランの最大の特徴であるその｢超国家主権的性質｣

(supranationality)に対してイギリス政府は好感を示さないであろう

ということは,フランス側にも,それまでのCEECやOEECでの,欧州
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関税同盟をめぐる議論等からすでに確実にわかっていた｡それゆえ,フ

ランス側はこのシューマン･プランの最大の眼目となる点で,イギリス

の反発による妥協が安易になされないように,プラン発表時から``su-

pranationality''の原則は交渉の余地の全くない大前提であるという姿

勢を明らかにしていたのである｡もちろんシューマン･プランはイギリ

スも含めた西ヨーロッパ諸国すべてに対してオファーされたものである

が,上記のようなフランス側の動機･目的から明白なように,フランス

がプランを成功させるために絶対に必要とした参加国ほ,西ドイツだけ

であり,この"supranationality''の原則を妥協の余地のない前提条件と

することによって結果的にイギリスをプランから排除することになった

としても,フランス側にほそれは何の障害にもならなかったのである｡

このようなフランス側の自らのプランについての独自の意図と非被妥協

的姿勢によって,イギリス側の対応の余地は当初から極めて限られたも

のとなっていたともいえるだろう(6)｡

とはいうものの,イギリス側にとっても,このプランに参加すること

ほ,当時までに成立していた,これまでに述べたような彼らの対西欧政

策の基本構想(1949年秋までのそれを"versionl"とするなら``対西欧

政策version2''といってよいだろう)の枠組みの中でとらえるならば,

当初より,経済的にも,軍事的にも,政治的にもそれはどのメリットが

あるとは考えられなかったの事実である｡

第一にシューマン･プランのもつ経済的意味合いについていうならば,

まずイギリス政府の経済官僚たちは,このプランの実現に伴う実務上の

問題は乗り越えがたい障壁となるであろうと直ちに判断した｡さらに同

プランほ,イギリス自身がすでにIMFrGATT体制および予定され'{い

たITOの下でのコミットメソトを明らかにしていた,アメリカの主導す

る開放的な多国間貿易体制の構築という国際経済体制上の長期的目標と

ほ合致し得ないのでほないかとの意見もあった｡さらに当時のイギリス
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政府から見てこのプランが持っていた最大の問題と思われたのは,それ

が彼らの"対西欧政策ver.2"と一組になっていた当面の国際経済政策

と両立させることが困難であると思われたことにある｡つまり,すでに

述べたように1949年夏の深刻な通貨問題とそれに続くポンドの切り下

げという危機におそわれた中でイギリス政府が選択していた,今後イギ

リスはみずからの支配するスクーリング地域と西半球のドル地域との協

力の強化に活路を見出すべきであって,依然として脆弱な西欧経済への

依存度を高めるべきでほないという政策に照らすならば,石炭･鉄鉱と

いう自国の基幹産業を,西欧諸国のそれと完全に超国家主権的な形で統

合することは不可能であると思われたのである｡このイギリスの政策の

下でヨーロツ/く側との間で進めるべきことほ,OEECを通じた漸進的な

政府間協力であって,シューマン･プランのような性急な超国家主権主

義に基づく経済統合ほ(たとえ石炭,鉄鋼という分野に限られるとして

も)とうてい参加しがたいものであった｡第二に,ECSCがイギリスに

とって軍事的にほどういう意味をもっていたかというと,プラン自体は,

それがフランスと西ドイツの間に関係改善をもたらすであろう以上は西

ヨーロッパの対東側防衛能力を弓虫化するものと思われ,その点では大き

な意義をもつものであった｡しかし,その中へイギリスが加わるべきか

という問題になると石炭･鉄鋼という戦略産業を大陸のそれと統合して

しまうことは大陸との関係強化の｢行き過ぎ｣を意味するものであった｡

第2次大戦時のように大陸の同盟諸国が簡単に敵勢力に屈伏した場合,

大陸と統合されたイギリスの石炭･鉄鋼産業は大きな打撃を受け,戦時

のイギリスの生存能力を大きく損なうおそれが大であった｡結局,この

ような戦略的な意味合いからも,ECSCにイギリスは参加すべきではな

いというのが軍部の考えであった｡第三に,ECSCへの参加のもつ政治的

意味であるが,それほ直ちにイギリスにとっては受け入れ不可能なレベ

ルの連邦主義的欧州統合運動への関与を意味するものであった｡さらに
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大陸諸国の政治的統合運動には内部に強い容共的要素が混じっていると

いうイギリス政府の認識は,そのような運動が長期的には西ヨーロッパ

諸国をして中立的なあるいは親ソ的な政治勢力の形成へと向かわせるの

ではないかという懸念をももたらしていた｡結局,これら三つの点から

いって,フランスによる｢超国家主権性｣の原則への事前のコミットメ

ソトの強い要求は,イギリスにはとうてい受け入れがたいものであると

みなされ,1950年6月,パリで開始された,フランス,西ドイツ,イタ

リア,べネルクスの6ケ国によるECSC設立に向けての交渉にイギリス

は参加しなかったのである(7)｡

イギリス政府は6か国による交渉開始後も,この前例のない超国家主

権的経済統合体の創造は多くの実際上の問題を伴うであろうから,早晩,

暗礁に乗りあげるであろうと予測していた｡しかし,現実はこの予想を

裏切り,同年7月末には,6ケ国はほやくも大筋での合意に到達し,イ

ギリス政府も,それまでのシニカルな見方をすてて,積極的にシューマ

ン･プランへの支援を与える必要が生じることとなった｡ECSCの成立は

もほやぼぼ確実となったのであり,この前提にたって,イギリス側から

も,プラン成功の際に最大の成果となるであろう仏独間の和解が確実に

成し遂げられるようにできるだけ協力し,プラン参加6ケ国および,こ

のプランに対して(後に述べるように)それを西欧諸国側からのはじめ

ての本格的な統合に向けての努力のあかしであると考え,その始まりか

ら大きな支持を示していたアメリカ政府に対して,イギリス側は不参加

の決定こそしたけれど,プランの進展に対して否定的ではないというこ

とを理解させることが必要となったのである｡すでに述べた労働党政権

の"対西欧政策ver.2"の核心をなす,大西洋をはさむ北米と西欧の間

で特別の掛け橋･仲介者となることこそが,イギリスの世界的威信の維

持･拡大には不可欠である,という結論からいって,このようにして,

アメリカと西ヨーロッパ諸国のどちらからも好感を得られるような対応
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を示すことほ極めて重要な課題だったのである｡こうして,はやくも

1950年8月には,べヴィソほシューマン守こ対して(非公式な形ではあっ

たが)イギリス政府はECSCとの間に何らかの協力関係(association)

をきずきたい意向であると伝え,翌年,労働党から保守党への政権交替

の直前,1951年9月に,この姿勢ほ当時の外相,モリソソ(Herbert

Morrison)によって公式に対外的に示された｡そしてこのあと,労働党

政権下にECSC側に公約された協力関係が具体的にどのようなものと

なるのかを決定するのは新たに成立したチャーチル保守党政権の役目と

なったのである(1951年4月にECSC条約は調印されていた)(8)｡

一方で,アメリカ政府にとって,シューマン･プランの発表こそは彼

らが待ちわびていた西ヨーロッパ人自らの,それもフランスという統合

への最も大きな障害とみられていた国からの西ドイツ経済をも取り込ん

だ,本格的な超国家主権主義的な統合提案であり,分野こそ石炭･鉄鉱

という2つの産業に限定されてはいたが,当然,歓迎されてしかるべき

ものであった｡国務長官アチソンは,｢このフランスのイニシアチブの重

要かつ深遠なる意図｣に対しての｢共感と歓迎｣を直ちに表明し(ただ

し,彼の回想録によれば発表直後には彼はこのプランの其の価値が理解

できず,単なる石炭･鉄鉱カルテルとしかみなさなかったと告白してい

る),トルーマンはこのプランを｢建設的なステイツマンシップの発露｣

であると高く評価した｡ハリマソ(WilliamAverellHarriman)大統領

特別補佐官は,シューマン･プランはマーシャル･プラン以来の最も重

要な経済的進歩のためのステップであり,ヨーロツ/くによる大胆で,想

像力にあふれ,そして具体性をもったイニシアチブであると絶賛した｡

アメリカ世論の間でのシューマン･プランの評判もまた上々であった｡

国務省にとって同プランはまさに,彼らにとっての言葉の其の意味での

｢統合｣,すなわちアメリカ合衆国がそうであるような連邦的(federal)

な形での統合への大きな前進であった｡そしてそれがまさに彼らにとっ
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て最も困難な課題と見られていたフランスとドイツの間の対立の解消を

もたらしうるものであった点から言っても,戦後,いや歴史上それまで

になされた最大級の前進であった｡時の駐仏アメリカ大使,ブルース

(DavidBruce)の言葉を借りるなら,｢大陸文明の本来のリーダーたる

フランスは,その無気力状態と敗北主義の精神から立ち上がり,再びそ

の近隣諸国を糾合させるためのスタンダードを打ちたてた｣のであっ

た(9)｡

このアメリカ政府の根本的にほ好意的な反応は,シューマン･プラン

に関する限りは,以後そのECSC設立のための6ケ国の交渉過程におい

ても(そして後に述べるようにその成立後も)当然,継続された｡しか

し,もちろんそのような好感がもたれた最大の理由である,プランのも

つヨーロッパ大陸諸国自らの,自立的な経済統合を通じた復興と和解の

ためのイニシアチブである性質を考慮するなら,アメリカ政府としてほ

プランの実現の過程において干渉することは当然望ましくないことであ

り,いわば暖かいまなざしをもって見守る以上の行動にでる必要もな

かったのである｡したがってアメリカのECSC成立までの関与は最小限

のものであり,たとえばルールの石炭に対する私企業による所有権の比

率をめぐり,ルールのドイツ人企業家を代弁するアメリカ人弁護士とフ

ランス政府の主張が対立し,交渉が遅滞を来したときにアメリカの在ド

イツ高等弁務官マクロイ(JohnJ.McCloy)が仲裁的役割を果たした時

のような,例外的でかつどうしてもアメリカの関与が不可欠と思われた

場合にのみ介入はなされたのである｡一方で,アメリカ政府ほ交渉の中

身にかかわらない,物質的支援,例えば交渉のための会議の開催,資料

の配布,将来のECSCスタッフの訓練のための教育機関の設立といった

ものに対しての費用などには,積極的にその負担をすることをためらわ

なかった｡このように,アメリカの態度とイギリスの基本的にほ冷めた,

あるいは超然とした態度との間には,顕著な相違がみられたわけであ
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る(10)｡

ECSC条約調印後も,アメリカによるECSCへの暖かい対応ほ変わる

ことはなく,それは政府･国務省レベルにとどまらず,というよりもそ

れよりもはるかに熱狂的な度合で,アメリカ議会や世論によっても示さ

れた｡議会では,頻繁にヨーロッパの統合推進を支持する決議がなされ

たし,たとえば,1952年の相互援助条約(theMutualSecurityActof

1952)の中には,議会によって次のような一節までが挿入されさえした

のである;(かっこ内は筆者による補足)｡

本議会は最近のヨーロッパにおける政治的連邦化,軍事的統合,経済的

統一の進歩を歓迎し,これらの目的のために(西ヨーロッパの)力を強

化し,安全の保障を確立し,北大西洋地域での平和を維持するための手

段としての,さらなる進展のための強い努力の必要性への確信をここに

再確認するものである｡このような努力をさらに奨励するために,本議

会は本立法が,ヨーロッパにおける政治的連邦化,軍事的統合,経済的

統一のための具体的諸手段を支持すべく運用されるべきことの肝要性を

確信するものである(11)｡

このように,シューマン･プランに関する限り,アメリカの対応ほ官

民あげての支持が圧倒的であったわけであるが,国務省はだからといっ

て,プラン実現のための圧力行使と受け取られかねないことを懸念し,

プランへの干渉は最小限に押さえつづけた｡その政策は一言で言って,

統合は支持する,しかしそのための圧力はかけない,というものであっ

た｡

以上,シューマンプランに対する英米両国の当初の反応をみてきたわ

けであるが,イギリスの方が,若干及び腰であったにせよ,基本的に両

国ともプランの成功それ自体は1950年までに形成されていた,英米の非
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常に似通った対西ヨーロッパ政策と何ら矛盾するものではなく,むしろ

その目的に見事に合致するものであった以上,支持するという基本路線

に大きな相違はみられなかったわけであり,したがって大きな外交上の

トラブルなども発生はしなかったといってよいであろう｡(イギリスの

シューマン･プラン交渉参加拒否に至るまでの遽巡は,幾つかの方面,

ことに野党保守党から批判されはしたが,1951年秋のチャーチル保守党

政権誕生後も,結局は前政権の基本路線が引き継がれるのであり,それ

ほ単に純粋に与党批判のための批判としてなされたものにすぎなかっ

た｡またシューマン･プランに直接かかわらない民間のヨーロッパ統合

論着からの批判もみられたが,すでにみたようにプランの建設者である

フランス自身がイギリスの参加にほ期待をもっていなかったわけである

から,(短期的には)大きな外交上の失点というわけではなかった｡)

第4節 フランスによるプレヴァン･プランの提示と1951年までのイ

ギリス,アメリカの対応

他方,プレヴァソ･プランへのイギリス,アメリカ両国政府の当初の

反応であるが,これを分析するにほ,当然,まずそのようなプランをフ

ランス側が提起するに至った経緯を知る必要がある｡そして,結論の一

部をここで先取りするならば,同プランほ朝鮮戦争勃発に伴う,アメリ

カの対ソ認識とその世界戦略の転換という,それに先行する国際情勢の

変化の結果として生じた状況の中で産み出されたフランス側にとっては

｢苦し紛れ｣といってもよい外交的イニシアチブであり,したがって,

ここでほまず,アメリカ側のその対ソ認識･戦略の変化の過程と内容と

を知ることから始めなくては,英米両国の同プランへの反応を適切な歴

史的文脈の中において理解することも不可能なのである｡

というわけで,そのアメリカ側の基本的世界戦略の変化の内容と過程

であるが,これは,戦後アメリカ外交史を学ぶものならば,周知のもの
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といってよいであろう,一つの政策提言報告書,NSC(NationalSecurity

Council:アメリカ国家安全保障会議)68という文書の作成と,その直

後の朝鮮戦争の勃発そして,トルーマン政権によるNSC68の承認とい

う形で起こったものである｡

1949年にあい続いてアメリカの政策決定者たちをおそった｢ショッ

ク｣,特に中国大陸での中国共産党政権の誕生およびソ連による核実験の

成功という二つの出来事と,それ以前からトルーマン政権内部で問題と

なっていた,三軍間での戦略構想をめぐる議論に明確な合意が得られな

いという状態,およびアメリカの拡張しつつあるコミットメソトをいか

にしてアメリカの動員可能な｢限られた｣(とトルーマン政権にはそれま

で認識されていた)資源と適合させるかという課題の解決の必要から,

1950年初頭になりトルーマンは,単一の網羅的な文書の形で,アメリカ

にとっての利益,脅威,それへの対応策を具体的に示す必要があるとい

う認識をいだくに至り,その成果として国務省と国防省の小人数のス

タッフからなる臨時委員会によって1950年4月半ばまでに作成された

のがNSC68である(12)｡

NSC68は,それまでの,ケナンの考案による封じ込め戦略からの大き

な変化をもたらした｡同文書はまず,アメリカの基本的目標として,ソ

連圏のような全体主義的社会と異なる自由社会の諸価値の保護をかか

げ,それはすなわち多様性の容認,個人の尊厳の尊重にあると明言し,

そのような諸価値の守られうるような自由な民主的社会の繁栄を目指さ

なくてほならない,と明言した｡そのための基本的な戦略というのほ,

現状での対共産圏の勢力バランスからの逸脱を完全に防ぐことにあると

考えられ,したがってケナンが考えていたような,対ソ勢力均衡上重要

な戦略的産業=軍事拠点の防衛だけではなく,世界のあらゆる場所で,

いついかなる時にも,アメリカは共産圏側の勢力伸長の動きを無効にす

るような対応が可能な体制をとる必要があり,それはすなわち大幅なコ
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ミットメソトの質と量双方の拡大を意味するものであった｡したがって,

封じ込めの境界線すべてが同様にアメリカにとってほ重要な戦略上の防

衛価値を持つのであり,それらの間に,異なったプライオリティをおく

ことほ許されないわけである｡当然,このようなコミットメソトの拡大

にはそれを可能にする資源の供給源をどこに求めるのかという疑問が伴

うわけであるが,それに対するNSC68の回答ほ,アメリカの経済力はそ

の完全なポテンシャルを使いきってほおらず,増税や連邦政府予算の赤

字増大なしでも,防衛費の大幅増額は可能であるというものであった｡

ソ連の当時の軍事支出ほそのGNP比13.8%に達しているものと推測

されたが,アメリカのそれほ当時依然としてGNP6-7%にとどまってお

り,アメリカの経済成長は1949年から1954年の間に450億ドルの

GNPの増加を可能にすると見積もられ,それだけの国民総生産の伸び

の中には,国民の生活水準を引き下げることなく,防衛費の大幅な増大

を可能にするゆとりがあると考えられたのである｡このような議論の背

景にほ,ケインズ流財政論による,軍事支出をも含む公共支出の増大は

短期的赤字を超えて歳入の純粋増加をいずれもたらすという発想があっ

たといわれている｡とにかくこのようにして,同文書は世界のあらゆる

場所での即時の共産圏側からの軍事的･非軍事的双方の脅威へのあらゆ

るレベルでの対応能力の増大,特に西側が劣っていた,通常軍備の拡大

を要求したのだが,もともと財政的にほ保守的で均衡財政主義の信奉者

であったトルーマンが,(非公式な見積もりによれば当時の年間軍事支出

の上限として彼が認めていた135億ドルの3倍におよぶ500億ドルが

NSC68の勧告を実行するためにほ必要であるとみられていた)直ちに

この勧告を承認したわけでほなかった(13)｡

しかし,朝鮮戦争の勃発ほ,結局のところこのトルーマンの考えを転

換させるに十分なはどの,そしてNSC68が要求するだけの莫大な軍事

支出の増加をアメリカ議会に認めさせるにも十分なまでの衝撃をもたら
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した｡1950年7月にはアチソソの勧告に従い,トルーマンはまず100億

ドルの追加軍事支出を議会に要請し,それに続いて同年末までには3度

の追加要請が行われ,最終的に議会が認めた1951会計年度用の防衛予算

は,482億ドル,トルーマンの当初要求額の257%増に至り,まさに

NSC68の起草者たちの非公式の見積もりが要求していた額の防衛予算

増大が可能になり,ここにアメリカの対ソ軍事戦略は大きな転換を遂げ

たのである(14)｡

上述のようにNSC68ほ,対ソ封じ込めラインのすべてにわたり平等

な戦略的重要性を与え,そのすべてにおいて即座のそして敵側の行動に

応じた柔軟な対応を可能にすることを求めていたのだが,実際にこのよ

うないっきに増大したアメリカの防衛資源をどのようにその戦略と結び

付けて適切に配分するか,という現実的次元ではやはり何らかの形での

諸コミットメソト間の序列化が必要となることは避けがたいものであっ

た｡というのも,世界のすべての地域に平等に薄く広く伸ばされた対ソ

戦線などというものを築きあげたところで,それは実用上非効率的であ

り,かつその大半が無意味なものとなることは明らかであったからであ

る｡そのため結局のところはアメリカの軍事コミットメソトにほ序列化

がおこなわれ,その中で最大の優先順位が与えられたのは,やはりアメ

リカにとっての最も強力な同盟諸国群を含み,そしてその喪失が最もア

メリカの利害にとって致命的になると思われた西ヨーロッパ地域だった

のである｡こうして,国務省はいまや十分な資源の裏付けに支えられて,

NATOを単なる紙切れ以上のものにするためのアメリカの具体的行動

として,アメリカ地上軍4～6個師団のヨーロッパNATO軍への増派

と,アメリカ軍人のその最高司令官への任命を行うべきであるとの結論

に1950年9月までに到達した｡そしてその際に,国防省から,アメリカ

のみが現状で直ちに大陸での大幅な軍備拡張に乗り出すという負担増

(防衛予算大幅増ほもちろん即座の米軍車力の拡大にはつながらない
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し,朝鮮戦線への米軍の投入という事情からも,この4～6個師団という

のは,国防省にとっては相当の重荷と見られたのである)への代価とし

て西ドイツの即時再軍備とそのNATO軍への加盟をすすめるという要

求が持ち出され,これが1950年9月にニューヨークで開かれたNATO

理事会の際に,アメリカ政府側からその同盟諸国に突然に提案されたの

である(アメリカ統合参謀本部は,すでに1950年5月初めに｢軍事的見

地からは適切な規模でかつ早期の西ドイツの再軍備は,西ヨーロッパの

ソ連からの防衛にとって極めて重要であることを確信している｣むねを

表明していた｡しかし,その時点ではトルーマンほこの見解に対して,

それは｢きわめて軍事的に過ぎるものであり,現在の状況から言って非

現実的である｣と批判し,｢我々は第1次大戦後に,ドイツ内部の秩序維

持を主な名目としてドイツが10万人の兵隊を訓練することを許可され,

……それがヨーロッパの歴史上,最大の戦争遂行機構を訓練する基礎と

なったのと同様の誤りを決して犯すつもりはない｣とまで述べていた｡

国務省も当時はこの大統領の見解に同意しており,｢我々のドイツでの占

領目的達成という見地からは……いかなる形式であれドイツの再軍備

を,少なくともドイツ国民側に民主的傾向を発展させ,より柔軟な対応

をおこなえる政府を確立させるまでは遅らせる方が,我々にとっては確

実に利益をもたらすのである｡……その長期的な忠誠心にいまだ相当の

信頼性がもてそうもない強力な軍事力をドイツにつくることは,西側の

真の力の増強にはならないであろう｡｣と述べていた)(15)｡

この(イギリスを含む)西欧諸国に対しての,アメリカからの軍事援

助と軍事的コミットメソトを増大することの引き換えに,西ドイツを

NATOに加盟させるという形でその即時再軍備を実現したいという要

求に対して,国内に依然として強烈なドイツ･アレルギー感情の存在し

ていたフランスほもちろんであるが,イギリス政府もその当初の反応ほ

極めて消極的なものだった｡労働党政権も1950年の5月にはすでに,西
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ドイツを西側陣営の一部として再軍備させることは不可避でもあり,ま

た望ましいことでもあると内閣レベルで結論を下していたが,この決定

ほあくまでも,アメリカ側よりも中･長期的視野にたった,｢いずれ｣の

話であって,9月のアメリカ提案のような即時完全再軍備が望ましいと

は決して思われていなかった｡イギリス政府としても,東ドイツ側がす

でにソ連の支持の下で,警察軍という形で事実上の再軍備に着手してい

るという状況で,西ドイツを永遠に巨大な軍事的真空地帯のまま放置し

ておくことほ,西ドイツ自身のそしてヨーロッパ全体の安全保障という

観点からは不可能であるとまでは理解していた｡それゆえ,イギリス政

府側もみずからの手で,具体的な西ドイツ再軍備のための構想の検討を

開始しており,9月のニューヨークNATO理事会の段階でペグィソが

たずさえていたのは,まず10万人規模の志願制による西ドイツ武装警察

の設立を認めるという提案であった(この提案に至るまでに,イギリス

の参謀本部は20個師団からなる西ドイツ陸軍の創設を求めていたが,外

務省の説得によって警察軍という線でイギリス政府内部ほ意思統一がな

されていた｡)｡このように,イギリス政府の西ドイツ再軍備構想ほ,ま

ず警察軍のような小規模なものからはじめて時間をかけて本格的な軍隊

へと整備してゆき,同時にその過程で,西側諸国自身に対して再軍備さ

れた西ドイツが再び軍事的脅威となることを防止するために,可能な限

りの予防措置をとる必要があるというものであり,アメリカのおこなっ

た,西ドイツのNATO加盟とその即時完全再軍備の要求との間には大

きなギャップが存在していた(16)｡

もちろん,イギリス政府の立場からも,西ドイツほ長期的にはNATO

の軍事機構に編入されるべきであり,そうすることによってのみ,将来

的にその巨大な潜在的軍事力が西ヨーロッパ全体の安全保障能力の拡大

に貢献できるであろうということはわかっていた｡また同時に,そのよ

うな西ドイツの軍事力の西側へのとりこみこそが,西ドイツの西側陣営
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に対する政治的コミットメソトを確実なものとするのであり,独立･再

軍備後の西ドイツが中立的な外交政策を採用したり,東側陣営に走った

りするといった可能性を未然に防ぐことにもなるということもまた理解

されていた｡しかし,イギリス政府ほこのような形での西ドイツの西側

陣営への確実な編入の実現が可能になる時期としては,1954年をめどに

考えていた｡依然としてヨーロッパの人々の心に生々しいドイツ軍国主

義の脅威の記憶が薄れるための時間の必要や,再軍備後の西ドイツの西

側陣営自身への軍事的脅威を極少化するための,事前の西欧諸国側の本

格的再軍備推進の必要や,西ドイツ再軍備を急激に進めることによって

東側を刺激することを回避する必要といったものの認識が,このような

立場をイギリス政府にとらせていたのである｡

とはいうものの,現実に東側と比較して極めて脆弱であると考えられ

た当時の西側の軍事力を強化する必要もまた強く認識されており,した

がってアメリカ政府が西ドイツ即時再軍備の交換条件として示した大規

模な軍事援助の約束にはイギリスとしてもあらがいがたい魅力があった

のもまた事実である｡またアメリカ側はアメリカ軍人をヨーロッパ

NATO軍最高司令官に任命することもこの取り引きの条件に含めてお

り,自らヨーロッパ大陸に対して大きな軍事的コミットメントをおこな

うことは嫌い,1948年以来,NATOを通じたアメリカによる西欧防衛へ

のコミットメソトの強化を常に求めつづけていたイギリス政府にとって

は,この点でもアメリカの提案は大いに魅力的であった｡結局,このア

メリカ提案のもつイギリスにとっての利益を確保したいという考慮が

勝った結果,イギリス政府ほ最終的に,西ドイツ再軍備についてのアメ

リカ提案に原則的には賛成しながら,一方でほ,西ドイツ軍構築のため

の実際の話し合いは別におこなうという形で妥協することを了承し,現

実の交渉を通じて,少しでもイギリスの望む姿により適合するような西

ドイツ再軍備のあり方を追求するという方針をとることになったのであ
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る(17)｡

他方,フランスにおけるドイツ軍国主義再興への危機感は,極めて根

深いものであり,アメリカによる即時再軍備,NATO直接加盟という提

案への拒否反応は政府レベルでも,一般世論レベルでも強烈なもので

あった｡しかし,フランス政府としては,アメリカの要求に対してただ

否定的反応だけを示し続けることほ困難であった｡そういった消極的姿

勢をとりつづけることほすなわち,フランスはいずれ成立する西ドイツ

国家を対等で独立の主権国家とほ見なしていない,というふうに西ドイ

ツ側に解釈され,彼らの対仏感情を悪化させかねないおそれがあり,そ

れほただちに,せっかく問題なく進みつつあったECSC設立というフラ

ンス側の大きな外交的目標の実現に対する障害となってはねかえってく

る危険があったのである｡それゆえに,ここでフランス政府に求められ

たのは,強烈な反ドイツ軍国主義を抱く国民感情に配慮しながら,なん

とかアメリカにも西ドイツにも受け入れられる西ドイツ再軍備への道を

緊急に見出すという,困難な作業であった｡そのような苦心の産物とし

て登場したのが,同年10月に発表されたプレヴァソ･プランであった｡

同プランの骨子をなす提案は,発足時兵力10万人の,単一の超国家主権

的(supranational)な｢ヨーロッパ軍｣(aEuropeanarmy)を欧州NATO

軍とは別に組織し,西ドイツの兵力ほすべてこの｢ヨーロッパ軍｣に所

属させ,NATO軍にほ西ドイツは,一切参加させないというものであっ

た｡この｢ヨーロッパ軍｣の指揮権限ほ,これも超国家主権的な存在と

して選任される｢ヨーロッパ防衛大臣｣(aEuropeanDefenceMinister)

にゆだねるものとされ,西ドイツ独自の軍事力強化への抑止策として,

｢ヨーロッパ軍｣参加各国の将兵は,可能な限り小規模なレベル(フラ

ンスほ大隊レベルを提案した)で各国混成部隊を構成し,西ドイツには

独自の参謀本部設置は許可されないものとされていた｡もう一つ重要な

点は,西ドイツだけがこの｢ヨーロッパ軍｣にその保有するすべての兵
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力を所属させる義務をもち,他の参加諸国が別個に国防軍を保有する権

利は留保されることになっていた(18)｡

プレヴァソ･プラン発表直後のイギリス政府の反応は,この提案の実

現の可能性ほ極めて低いのではないかというものであり,内閣一般の見

解は,とりあえずイギリスとしてはプレヴァソ･プランに対してほ明確

なコミットメントもまたプランに対する反発ないし干渉もどちらも回避

して様子を見るべきであろう,というものであった｡もちろん,すでに

述べたシューマン･プランに対する彼らの対応からも容易に推測できる

ように,プレヴァソ･プランの持つ超国家主権性の原則への嫌悪からも,

NATOによって結び付けられた大西洋軍事共同体の育成に基礎を置く

イギリスの対ヨーロッパ軍事戦略からも,そして,中東および東南アジ

アに存在するいまだに巨大なイギリスの軍事的コミットメソトからも,

プランが提案する｢ヨーロッパ軍｣にイギリスが直接加わることほ不可

能である,という点に関しては,イギリス政府内部での意見は当初から

完全に一致していた(19)｡

アメリカにとってももちろんプレヴァソ･プランは容易に賛同できる

性質のものではなかった｡統合参謀本部議長,ブラッドレイ(Omar

Bradley)が10月末にイギリスに対して述べたところによれば,それに

は4つの理由があった(かっこ内は筆者による補足);｢……第1に,提

案されているヨーロッパ防衛大臣なるものは北大西洋条約のなかで,そ

の一部の加盟国を代表するが,他の一部は代表していないがゆえに,混

乱をもたらす要素となるであろう｡第2に,ヨーロッパの連邦化のため

の鉄鉱および石炭のためのシューマン･プランおよびそれに続いての一

連の政治的段階についての完全な合意が,ヨーロッパ防衛軍についての

進展のための前提条件とされるなら,それは北大西洋条約による防衛の

機能に極めて深刻な遅延をもたらすであろう｡第3に,(ヨーロッパ防衛

軍のための)共通の予算枠の拠出ほ,合衆国と連合王国にとってほ好ま
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しくないものである｡第4にドイツ人たちは,このプランを,とくにそ

の拠出する部隊を師団以下の規模に拘束する点を,このまないであろ

う｣｡この国防省の見解については,国務省も同様の立場であった(20)｡

しかし,アメリカの提案するNATO加盟による西ドイツ再軍備とい

う方式と,フランスの提案するヨーロッパ軍の創設による西ドイツ再軍

備という方式とが,互いに何の接点もないまま自己主張を続けるならば,

関連各国はいかなる具体的行動もとりえないのであり,それゆえ何とか

して,何らかの妥協が模索されなくてはならなかった｡結果的にはこの

妥協は,1950年12月のブラッセルでのNATO理事会において成立し,

西ドイツ再軍備の最終的な形態についての決定は保留するものとしなが

ら同時に,まずボンで当面の,しかし,暫定的な西ドイツ兵力のNATO

編入のための交渉を開始し,一方で,/ミリではプレヴァソ･プラン実現

のための交渉を並行して進めるものとされた｡さらに,アメリカはこの

二つの交渉が行われている間も,西ヨーロッパでのアメリカの軍事力強

化にとりかかるということも合意された(21)｡

プレヴァソ･プラン実現のための/くりでの交渉は,1951年2月からフ

ランス,西ドイツ,イタリア,べネルクスの6ケ国を集めて開催され,

いまや欧州防衛共同体(EDC)と呼ばれることになった,ヨーロッパ軍

の設立にむけての議論が始まった｡一方で,ボンにおける西ドイツ暫定

再軍備のための交渉は,西ドイツ側が,まず大前提として,他の欧州諸

国との主権的に平等なとりあつかいを,原則として承認することを強く

求め,この原則確立以前の暫定的再軍備に強い抵抗を示したため,暗礁

に乗りあげつつあった｡結局,このような手詰まり状況の中で,すこし

でも西ドイツの再軍備実現にむけて前進するためには,フランスの要求

する対独安全保障と西ドイツの求める再軍備にあたっての主権平等の原

則との対立を解消してくれる超国家主権主義的な解決,すなわちEDC

実現を目指すしかないのではないか,西ドイツの兵力は超国家主権的な
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ヨーロッパ軍に参加させる以外には存在し得ないのではないか,との見

方が,アメリカ政府内部でも,1951年7月までには,受け入れられるよ

うになっていった(22)｡

この間イギリス側も事態の進展(というよりも進展のなさ)に伴い,

プレヴァソ･プラン丹こ対する模様ながめの立場を放棄して,より積極的

な協力姿勢へと,その対応を変えていかざるをえなくなっていった｡彼

らから見ても,もはやプレヴァソ･プラン=EDCにほ確かにその長所と

いうべき要素が存在することは否定できなくなっていたのである｡第一

に,EDCがうまく実現するならば,ECSCによって始まっていたフラン

スとドイツの関係改善のプロセスはより確固なものとなるはずであり,

そうなれば,それは西ヨーロッパの政治的秩序の安定を,自らの安全保

障上の負担の軽減という見地からも強く望むイギリスにとってはもちろ

ん大きなメリットとなることであった｡またプランが最初に発表された

ときに,イギリス外務省が強い嫌悪感を示した,ヨーロッパ防衛大臣の

任命などのEDCの持つ政治的統合の要素も逆に,NATOへの直接加盟

と比べて,西ドイツ再軍備にともなう東側からの反発をかわすのに役立

つのではないかとも考えられた｡いずれにせよ,この時点で,イギリス

政府の側にほ,関係各国を満足させると同時に早期の西ドイツ再軍備を

実現するための具体的な代替案を提示することは不可能であり,そうで

ある以上は,EDC推進というコースは既定の事実としてとらえて,その

実現のための努力を何とかしておこなうしかなかったのである｡フラン

ス側は西ドイツをNATOに直接加盟させることは,長い目で見れば,西

ドイツ側からの他のNATO加盟国との完全に平等な取り扱いの要求を

受け入れざるをえなくなる(西ドイツ軍備の質と規模への何らの特別の

拘束的措置がとれなくなる),非常に危険な針路であると考えており,彼

らにとってはEDCのみが,反ドイツの国内世論に配慮しながら,受け入

れ可能な唯一の解決策であることほ明白であった｡そのようなフランス
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側のぎりぎりの選択に対してイギリス側があまり協力的な姿勢を示さな

いでいるならば,第一に,すでにEDC設立を通じた西ドイツ再軍備にコ

ミットすることを決めていたアメリカから批判をうける可能性があった

し,第二にもしEDCが実現しなかった場合(その可能性はかなりあるも

のとイギリス側ほ考えていた),イギリスが積極的な支援を怠ったがゆえ

に失敗したのだとの批判を各方面からうける可能性があった｡こうして,

この状況の中でほ,イギリス側にとりうる,あるいはとるべき姿勢は,

ECSCに対してとったものと同じもの,すなわち,EDCへの直接加盟は

避けるが,可能な限りそれに近い協力("as much co-Operation as

possibleshortofdirectinvolvementintheEDC")をするという対応

しかありえないとイギリス政府は決断を下したのである(23)｡

こうして,英米仏ともにEDC推進に対してコミットするという合意

に到達することが可能となったのであり,この合意ほ1951年9月に,ワ

シソトソでのNATO理事会の際に,イギリス,フランス,アメリカの3

ケ国による公式合意として明らかにされ,3ケ国ほ,西ドイツの再軍備

は超国家主権的機関に管理され,NATOに従属するヨーロッパ軍の一部

として行われるべきであると宣言した｡この宣言のなかで,イギリス外

相モリソソは,イギリス政府による,EDCへの完全な外交的支援を約束

し,ここに,｢ヨーロッパ大陸のコミュニティに対して可能な限り緊密な

協力関係を構築する政策｣("the policy of establisihing the closest

possibleassociationwiththeEuropeancontinentalcommunity")が,

ECSC,EDCの双方に対して,はっきりと国際的に公約されたのである｡

このモリソソによる声明の直後,イギリスでほ6年振りに総選挙に勝利

した保守党が政権に返り咲き,以後,労働党政権がおこなったこの国際

公約を実現するための具体的努力をおこなってゆくこととなったのであ

る(24)｡
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むすぴにかえて

本研究においては,対象となる全期間を通じて常に,英米両国の基本

的外交政策上のアジェソダに,非常に高いプライオリティをもって位置

しつづけ,かつ,そのissueをめぐる両国間の意見が相違したとき,ある

いは一致をみたときのいずれの場合においても,それが,両国政府の持

つ,時々の根本的戦後世界秩序構想が反映された結果であったというよ

うな一つの大きなissueに焦点をあてるものとした｡それはすなわち,戦

後のヨーロッパ大陸における復興および秩序形成がいかなる形でなされ

るべきかという問題であった｡

なぜなら,(a)この問題こそはまさに,それに積極的に関与することに

よって,アメリカをして戦後西側世界の盟主たる地位におくことになっ

たissueであり,(b)またこの問題をめぐって示されたイギリス側の対応

こそが,自国に最も近接し,その利害が非常に大きくからんだ地域にお

いてさえ,もほやアメリカの関与によらない排他的リーダーシップの発

揮ができなかったという事実を示すことによって,その覇権国としての

資格の喪失を明瞭にあらわしたものだからである｡

本研究が到達した結論は,極めて簡単にではあるが,以下のようにま

とめることができるだろう｡

すなわち,英米両国政府が抱いていた,戦後のヨーロッパでの秩序形

成の在り方と,その中で自国が果たすべき役割についての自己認識とい

う点では,アメリカ政府の側よりもまずイギリス政府の側(特に外務省)

に,早期から,明確な,みずからをリーダーとした西欧諸国の組織化,

そしてそれを基盤とした世界の中での第3勢力形成を狙う,という対戦

後西欧政策があった｡

しかし,この政策はあくまでも,多くの楽観的観測あるいは過去の記

憶にしばられた極めて主観的な国力の認識に基づいたものであり,結局
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イギリス政府がより客観的なみずからの国力の衰退を認識することがで

きなかった,あるいはそれを拒否したために,政策実現のためのリソー

スの不足をきたし,中途で挫折したわけである｡

これに対して,アメリカ政府の側には当初は明確な対戦後西欧政策は

なく,彼らほ,冷戦の進展の中で,否応なく西ヨーロッパを,将来的に

は経済的にも軍事的にも自立可能な統合的枠組みの中にまとめあげるた

めの,各種援助政策,軍事的同盟の枠組みの提供をおこなわざるを得な

くなっていった｡

そしてそのようなアメリカの対西ヨーロッパ政策の変質は,独自の

リーダーシップの下で西欧諸国を紅織化する,という当初の政策構想実

現に失敗していたイギリス政府にとっては,彼らが新たに採用した,ア

メリカと西ヨーロッパを結び付ける大西洋同盟の要としての役割にイギ

リスの影響力維持の道を見出すという政策の実現にとってほ,大いに歓

迎すべき有用な政策とみなされることになったのである｡

こうして,当初は,英米両国ともに,西ヨーロッパに対しては大いに

異なる利害･動機を持ち,極めて共通点の少ない状況認識から出発しな

がらも,戦後5年の間に,こと西ヨーロッパ地域に関する限りは,両国

が抱いていた,戦後秩序の在り方および,その実現のためにみずからが

果たすべき役割についての認識は,外見的にほ,極めて似通ったものと

なっていったわけである｡

そして,その役割とはすなわち,フランスの進めるプランに沿って｢統

合｣を目指す西ヨーロッパ諸国に対して,直接その計画に参加はしない

が,彼らの努力を外部から強く(もちろん,その支援の物理的規模には,

英米両国の基本的国力の相違から生じる,大きな差があったのであるが)

支援する役割というものであった｡
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